









自動車保険契約には, 搭乗者傷害特約 (以下 ｢本件特約｣) が付され




Ａ (当時歳＜女性＞で骨粗しょう症であり, 身長が約㎝で, 円















て治療を受け, 同月, 症状固定の診断を受けた｡ Ａは, 平成年４月,
本件特約に基づき入通院保険金の支払を請求し, Ｙ保険会社は, 同年５
月, Ａに対し, 同保険金万円を支払った｡
また, Ａは, 平成年７月, 本件特約に基づき後遺障害保険金の支払
も請求したが, 平成年７月に死亡した｡ Ａの法定相続人は, いずれも
同人の子であるＸほか２名であった｡
本件本訴は, 亡Ａの子であるＸ (原告・控訴人) ら３名が, 自らが相





第１審判決は, 本訴 (各) 請求をいずれも棄却し, 反訴請求を全部認
容した｡























































方式の傷害保険であり, 後述するように, この保険の被保険者が, 運行
に起因する事故等で傷害を被ったとき, あらかじめ契約で定められた定
額の保険金を支払うものとし, 主に, 賠償者義務者のいない自損事故に








保険, すなわち自損事故保険が, 別途, 創設されることとなり, 先行し
てきた搭乗者傷害保険と, 新たに設けられた自損事故保険とが相互に補
完し合って, とくに, 相手方が存在しない自損事故の場合において, 被
害者に充実した救済を与えてきたという歴史がある (鴻常夫編集代表
『註釈自動車保険約款 (上)』 ～頁, 	頁 [西島梅治] (有斐閣
))｡
もっとも, 平成年に人身傷害補償保険が開発され, その普及率が向




会社編 『損害保険の法務と実務 (第２版)』 
頁 (金融財政事情研究会
	) 参照)｡ とはいえ, 搭乗者傷害保険や自損事故保険は, 人身傷害
補償保険とは異なり, 定額の保険給付を行う保険, すなわち, 傷害疾病
定額保険 (保険法２条９号) として, なお, 独自の存在意義と役割が認




して, 受けることができる｡ 鴻・前掲	頁 [西島梅治] 参照｡ したがっ
て, 自損事故でなくても, その保険金の分, 手厚い補償が得られ, 被害
者の救済が充実・後押される)｡
自動車保険標準約款 (損害保険料率算出機構) の搭乗者傷害条項によ
れば, 同保険金は, ｢被保険者 (その範囲は, 後述 (	)) が, ①被保険
中京法学巻１号 (	年) ()
自動車の運行に起因する事故, または② ｢被保険自動車の運行中の, 飛
来中もしくは落下中の他物との衝突, 火災, 爆発または被保険自動車の
落下, のいずれかに該当する急激かつ偶然な外来の事故により身体に傷
害を被った場合｣ に支払うものとし (約款２条１項１号２号), その
(２条１項にいう) 傷害には, 一方で, ガス中毒は含むが (約款２条２
項), 他方で, ①日射, 熱射または精神的衝動による障害, ②被保険者
が症状を訴えている場合であってもそれを裏付けるに足りる医学的他覚
所見のないもの, は含まない (約款２条３項１号２号) ものとされる
(１)
｡




ｂ)後遺障害保険金 (保険者は ｢被保険者が, 約款２条の傷害を被り,
その直接の結果として, 事故発生の日からその日を含めて日以内に
別表１の１または別表１の２に掲げる後遺障害が生じた場合｣ に, (約
定) 保険金額に, 別表記載の搭乗者傷害条項保険金支払割合 (％) を乗
じることで算出される ｢額を後遺障害保険金として, 被保険者に支払｣
うものとする＝約款８条１項), ｃ)重度後遺障害特別保険金及び重度後




また, 上記内容の ｢後遺障害が生じ, かつ, 介護を必要とすると認めら
れる場合｣ には, (約定) 保険金額に, 別表記載の搭乗者傷害条項保険
金支払割合 (％) を乗じることで算出される額の％にあたる重度後遺
障害介護費用保険金を支払うものとする＝約款９条１項２項), ｄ)医療










なお, 保険金の支払いを制限するものとして, 各種の免責事由 (故意・
重過失免責, 無資格運転・刑事罰のある酒気帯び・酒酔運転, 薬物等の
影響により正常な運転ができないおそれがある状態での運転免責, 戦争








() 搭乗者要件 (被保険者の範囲) にかかる判断について
①約款規定における被保険者 (補償範囲) の制限





者概念) にて, 補償の可否を決するものとはしていない｡ 搭乗者傷害保
険特約においては, そもそも, 補償を受けることができる ｢搭乗者 (被
保険者)｣ たりうるかについて, 一定の制約が課されている (被保険者
の範囲による搭乗者概念の制約)｡
すなわち, 搭乗者傷害保険特約は, 被保険者が, 被保険自動車の運行
に起因する事故等により身体に傷害を被った場合に, 保険金を支払うも
中京法学巻１号 (年) ()
のであるが, その被保険者は, 広く, 単に, ｢被保険自動車に搭乗して
いた者｣ とされておらず, 平成９年まで利用された旧約款であれば, 被
保険者は, ｢保険証券記載の自動車の正規の乗車用構造装置のある場所
に搭乗中の者｣ に限定され (昭和年約款, 昭和年約款第１条の約款







動車保険の解説編集委員会編 『自動車保険の解説』 	頁 (保険毎




さて, 本件最高裁は, 本件Ａが, 搭乗者傷害保険特約で補償を受けら
れる, 搭乗者たりうるかという, 上記の被保険者の範囲の検討を, なん
ら, 行っていない｡ それを省略して, 次の論点である運行起因性の検討
からはじめることとしている (１審, 控訴審についても同じ)｡
それはおそらく, 本件において, 訴訟の当事者 (保険者の側) が, Ａ
が被保険者たりうることを争わなかったからであると思われる｡ そうで
あるとすれば, 当該判断の省略は, 必ずしも不当なものではない｡ しか
し, 搭乗者傷害保険特約で補償を受けられる被保険者の範囲の問題につ









② ｢正規の乗車用構造装置のある場所 (旧約款)｣ の意義とそれにかか
わる最高裁判決
旧約款においては, 被保険者 (補償を受けられる者の範囲) は, ｢自
動車の正規の乗車用構造装置のある場所に搭乗中の者｣ に限定されてき
た｡
当該 ｢正規の乗車用構造装置のある場所｣ の意味・解釈として, 実務
解説書等は, 道路運送車両の保安基準 [昭和・・運輸省令号]
を援用しながら, 乗員人員が, 動揺, 衝撃などにより転落または転倒す
ることなく, 安全な乗車を確保できるような構造を備えた場所であって
(道路運送車両の保安基準 [昭和・・運輸省令号] 条１項参照｡
以下, これを ｢保安基準｣ と記す), 具体的には, 運転席, 助手席, 車
室内の座席をいう, と説明してきた (鴻・前掲頁 [西島梅治] 	頁
[金澤理]｡ 魚住庸夫・判解・ジュリ	
号頁は, ｢正規の乗車用構造装
置のある場所｣ とは, 道路交通法条１項にいう ｢乗車のために設備さ






のでなければならない｣ とする規定であり, 決して, 乗車用構造 装置
のある場所を定義するのでなく, その 装置そのものの定義規定に
過ぎない｡ したがって, もし, これを援用して解釈を与えるのであれば,
旧約款にいう ｢正規の乗車用構造装置のある場所｣ とは, ｢正規の 『乗
・・・・・
車人員が動揺, 衝撃等により転落又は転倒することなく安全な乗車を確
保できる装置 (具体的には座席)』 のある場所｣ をいうと解するのが正
・・・・・
確であったと思われる (すなわち, 具体的には座席をいう, とするので
はなく, 具体的には座席がある空間をいう, とするのが正確であったと
中京法学巻１号 (年) ()
思われる｡ 結論同旨, 山野嘉朗・判批・判タ号頁, 杉田雅彦・判





のある場所に搭乗中の者｣ とするが, これは, バスの通路にいる
乗客等, 室内にいる者も被保険者となることを定めたものである, とし
て, 座席のみならず座席がある空間という, 広い意味に理解している)｡
さて, 最高裁は, 旧約款にいう ｢『正規の乗車用装置のある場所』 に
搭乗中の者｣ に該当するか (＝被保険者に該当するか) に関して, 過去,
２件の重要な判決を出し, その意味内容を, いっそう, 洗練させるとと
もに, 結果として, 補償されるべき被保険者 (搭乗者) の範囲を, 限定
的に解してきた｡




し, そのはずみで頭部を同電柱に激突させ死亡した) が, ｢正規の乗車
用構造装置のある場所に搭乗中の者｣ かが争われた事件である｡ 同最高
裁は, 約款にいう ｢正規の乗車用構造装置のある場所に搭乗中の者｣ と
は, ｢当該乗車用構造装置の本来の用法によって搭乗中の者をいう｣ と
し, 上記 ｢極めて異常かつ危険な態様で搭乗していた者は, 当該乗車用
構造装置の本来の用法によって搭乗中の者ということはできない｣ とし
て, 保険金請求を認めなかった｡
乗車用構造装置のある場所に (形式的に) いても, 本来の用法 (ここ
では助手席の本来の使い方) によらないで, それを利用している場合に
は, 被保険者 (補償対象) たりえないとする判断である｡







き, 商品とともに路上に投げ出されて死亡した) が, ｢正規の乗車用構
造装置のある場所に搭乗中の者｣ かが争われた事件である｡
同最高裁は, 約款にいう ｢『正規の乗車用構造装置のある場所』 とは,
乗車用構造装置がその本来の機能を果たし得る状態に置かれている場所
をいうものと解するのが相当である｡ けだし, 右条項にいう 『乗車用構
造装置』 とは, 車両に搭乗中の者が車両の走行による動揺, 衝撃等によっ
て転倒, 転落することを防止し, その安全を確保するための装置をいう












い｣ として, 保険金請求を認めなかった (下線部筆者)｡
乗車用構造装置のある場所・空間に (形式的に) いても, 当該乗車用
構造装置がすでに本来の (安全) 機能を喪失して, 安全性を発揮できな
い状態にあったときは, そこにいる者も被保険者 (補償対象) 性を喪失
するとする判断である｡









元年判決についても, 助手席についての通常 (本来) の使用方法 (上半
身を出さずに着座) がとられていれば, 頭部の電柱への激突という事故
もなかったであろうと考えられる事案において, 本来の用法が強調され
るので, その背後には, やはり, 乗車装置の安全性 (＝助手席は, 着座
中ならば, 一定, 頭部を保護する) に着目する価値判断があったものと




に入れる必要がある｣ 旨, 指摘されている (魚住・前掲頁)｡ 杉田・
前掲頁も参照)｡
上記, ２つの最高裁判決の被保険者該当性 (補償される者であるか)
に関する考え方をまとめると, そこには, 乗車用構造装置は, 本来の用
法に用いてこそ, 安全性が発揮されるものであり, また, そのことをもっ
て, 乗員の安全が担保されるという考え方を前提とし, その安全性があ
るにもかかわらず傷害を受けた者を保護するということが本保険の目的
であると理解することで, ｢当該状況, すなわち, 本来の用法に用い,
安全機能が発揮されている状況が整っていることを, 搭乗者傷害保険に
よる補償の前提 (＝被保険者該当性を認める前提) にする｣ という理解
(判例法理) が見出せる｡










中の者｣ を被保険者とする, という, (旧) 約款の文言に即して, 最高
裁による考え方が示され, その場合にあたるのかが議論されてきたわけ
であるが, 今日, その解釈の前提となった約款文言 (＝装置のある場所
に搭乗中) は存在しない｡ 新約款には, (類似するにしても) あらたな
文言が用いられ, さらに, 約款規定の体裁も, 判例が出された当時のも
のとは異なっている｡ そこで, 搭乗者傷害保険の目的から, 一定の方針


















以下, 乗車装置で統一する) またはその装置のある室内 (注：隔壁
等により通行できないように仕切られている場所を除く) に搭乗中
の者とします｡




そのように, 新約款の特徴 (旧約款との相違) は, 被保険者の類型を
２つのパターンに明確に分け, 同時に, 平成元年の判例法理を, ２項に
明文化し, そして, のある場所という表現から, より広がりをもつ,
のある室内という表現ないし文言が新たに使用されている点にある｡
すなわち, 新約款では, ａ被保険自動車の正規の乗車装置に搭乗中の
者であるか (以下, ａ類型という), または, ｂ被保険自動車の正規の
乗車装置のある室内 (隔壁等により通行できないように仕切られている
場所を除く) に搭乗中の者 (以下, ｂ類型という) であれば, 被保険者
に該当して, 原則, 補償を受けることができるが, しかし, ａ類型 (具
体的には, 乗車装置利用中の者＝着席者) かｂ類型 (具体的には, 乗車
装置のある室内にいてそれを利用していない者＝バス等で典型な立乗中,
車の床に, 起立中・すわりこみ中の者, 前後席の通路を移動中の者, 乗
車途中の者・下車途中の者等) に該当しても, 極めて異常かつ危険な方
法で被保険自動車に搭乗中であれば, 例外的に, 被保険者でなくなる
(被保険者の地位を喪失する) という規律を定めている (なお, ここに
いう乗車装置とは, 従来の解釈と同様, 保安基準条を参照して, 具体
的には運転席, 助手席, 車室内の座席等をいうと解説されている｡ 前掲・
自動車保険の解説	頁)｡






類からも, また, 約款規定文言からも伺えないので, そうすると, 新約
款は, 乗車装置の有する安全性か (ａ類型), または, 乗車装置のある室
内 (空間｡ なお, この表現は, 最高裁判決の解釈の前提であった, 従来
の約款文言, すなわち, 装置のある場所よりも, 広がりがある表現,









まず, ａの類型にかかわって, そもそも, 乗車装置 (座席) には, 身
体を保護し, また, シートベルト等の補助具をも用いながら, 体をホー
ルドする機能 (道路運送車両の保安基準 [以下, 保安基準と記す] 条
１項, 条の３), ヘッドレストといった, 頭部を保護する機能 (頭部
後傾抑止装置｡ 保安基準条の４), また, それらの装置に難燃性の材
料を使用することで火災時に身体を一定保護する機能 (保安基準条４
項) が備わっている｡ そのような機能をもつ乗車装置の着席者 (利用中
の者) は, 当該意味での ｢乗車装置のもつ安全性｣ を享受している｡ そ
して, この意味での安全性に着目して, その安全性を享受している環境
があるにもかからわらず, 傷害を受けてしまった者に, 同保険の保護が
与えられると解される (新約款は, この類型 (ａ類型) の保護を先に出







というものは, 乗車装置がある場所か否かにかかわらず, 一般に, 外界
と隔たりのある空間であって, 外界の危険から身体を守る空間として機
能するが, なかでもそのうち, 乗車装置 (座席) のある (部分の) 車室
内については, そこが, 衝突に際して乗員を保護するのに適した堅ろう
なフレーム構造 (車枠) で囲まれることや (保安基準条), 当該車室
内の天井張り・内張りその他の内装にも難燃性の材料が使用されること
によって (保安基準条４項), 火災時の危険が考慮されるなど, 一定
の安全性が備わった空間となっている｡
そのような空間にいる者は, 当該意味での ｢空間のもつ安全性｣ を享





以上, 新約款の解釈論 (私見) をふまえて, 本件Ａが, 被保険者に該
当するかを判断する｡
本件Ａは, 降車しようとしていたのであり, 乗車装置からは既に離れ








べきであろう｡ したがって, わずかであれ, 身体の一部が室内にある者













いないときに, 傷害を受けた関係になる), あるいは, 車外に両足をつ






き, ぎりぎりのところで, 被保険者の要件を満たした, という評価が可
能である (なお, Ａが, 被保険者の資格を喪失することになる, 極めて
異常かつ危険な方法で被保険自動車に搭乗中の者ではなかったことは,
明らかである)｡
ところで, これまで, 走行中といった, 典型的な場面ではなく, 乗車
時や降車時といったある種の限界事例に際して, 搭乗中の意味するとこ







頁 [西島梅治] 	頁 [金澤理], 前掲・自動車
保険の解説	頁)｡ 私見は, 先のとおり, 室内空間の有する安全性に独
立した保護を与える新約款の解釈を通じて, 空間の安全性が享有されて
いたか (それゆえに保護の必要性が認められるか) の観点から, 身体の
中京法学巻１号 (	年) ()




るであろう｡ そのように, 降車時に関しては, 故意にジャンプして飛び
出るような体勢で降車しない限り, 私見の結論と, 従来の考え方 (車外
に両足をつけるときまで) による結論とは, かねがね一致する｡
もっとも, 乗車時については, 私見の結論と, 従来の考え方による結
論とが, 大きく異なる場合も想定される｡ 例えば, 乗車時, ドアに手を











中の者) が, ｢車両 (被保険自動車) の運行に 『起因する』 事故 『によ
り』 が身体に傷害を被ったか｣ である｡ 本件最高裁では, この点 (のみ)
が争点とされた｡
｢運行に起因する事故により (傷害を被ること)｣ の意味として, ま
ず, 本件第１審判決 (福岡地裁小倉支部判平成・・) 及びそれを
引用する控訴審判決 (福岡高判平成・・) は, まず, ここに ｢『運




義であ｣ り…, したがって, ｢自動車を 『当該装置の用い方に従い用い
ることによって』 (自賠法２条２項)｣ という意味である, とする (その
ように, 第１審・控訴審は, 自賠法上の概念に引き付けて解釈する｡ な
お, 人身傷害補償保険事案について, 同様に解した例として, 大阪高判
平成・・判タ・がある)｡










いうのみでは足りず, 運行と事故 (傷害の意味を含むと考えられる) と
の間に相当因果関係がなければならない旨を, 判示している｡
一方, 本件最高裁は, 自賠法３条における概念との同一性に直接言及
することなく, また, 原審判断の内容にふれる場面は別として, いわゆ
る最高裁自身の判断部分にあって, 第１審・控訴審が使用する ｢相当因
果関係｣ という概念ないし表現も, 使用していない｡
さて, 本件最高裁は, 降車・着地・骨折までの一連の経過事実を, 広
くまとめて, ｢本件事故｣ と定義した上, その本件事故は ｢車両の運行
が本来的に有する危険が顕在化したもの｣ ではない, とした｡ ここに問
題とされうる因果連鎖の関係は, ｢運行に起因する事故によって傷害を
被ったこと｣ という約款文言に正確に整合させて議論するとき (そもそ
も, 本件は, 自賠法３条の問題ではない), 運行に 『起因する』 事故＝







, 最高裁は, これまで, 搭乗者傷
害保険金が支払われる要件として, 運行に起因する事故と傷害との間に
相当因果関係がなければならない旨, 判示してきたこと (最判平成・




れている), 原審が ｢相当因果関係｣ を云々する部分については, とく
に ｢問題がある｣ と批判されていないことを踏まえると, その独特の表
現は, 運行 ( ｢による｣ 事故) ｢と｣ 傷害との間に相当因果関係がなけ
ればならないという上記判例法理を, 事柄に即して, わかりやすく言い
換えたものと解される｡ したがって, 特段, 相当因果関係とは異なる因
果関係理論に依る意図はない, と考えられるのであり, 運行と事故ない
し運行起因事故と傷害との相当因果関係を判定する具体的判断基準とし
ての, ｢運行危険が顕在化したか｣ という評価にあたっては, そこに,



















さて, 本事案の当てはめとして, 本件最高裁は, ａ危険な場所での停
車・降車は, その危険を発現させ, また, ｂ本件車両のステップの高さ
も, その危険を発現させうるという前提に立つが, 本件では, ａ安全
な場所での降車であり, かつ, ｂ高いところからの降車とはいえ, 介助
を受けた結果, Ａが通常に降車でき, つまずいて転倒すること等がなかっ
たことをもって, 運行に起因する傷害にあたらないとする｡
この点, 本件最高裁は, 運行に起因する事故 (判旨では, 要旨, 危険
な場合での停車 (降車) 行為や, 着地の際につまずいて転倒したり, 足
をくじいたり, 足腰に想定外の強い衝撃を受けるなどの ｢出来事｣ と表
現されている) そのものがなかったと評価しており, そうであれば, 当
然, 運行起因事故と傷害との間の因果関係も認めようがない｡ その意味

























の形状) との関係で, 傷害の原因となりうるものと整理でき, いずれも,
｢車両の運行｣ が本来的に有する危険であるとみてよいと思われる｡ 控
訴審において, 本訴原告が持ち出した, 大阪高判平成･･判タ
・の事案 (もっとも, 人身傷害補償保険の事案である) は, 降車場
所付近に段差があったため, 転倒したという事案であり, そこで, 運行
に起因する事故であることが認められているが, それは, まさに, ａに
いう危険が顕在化した例である (そのような事情なく, 安全な場所に停
車した本件とは, それゆえ, ｢事案を異｣ にする)｡
車両の個性 (ステップの高さ, 特殊装置, たとえば, ダンプ装置の有
無など) はまちまちであるが, その個性は, それぞれの車両から切り離
すことはできない｡ 切り離せないので, その個性も, 車両の運行に本来
的な危険とみなければならない (なお, 保険者は, 車両の型式, 装置の
有無をみて, 引受判断, 保険料の決定をしているし, またそうすべきで
もある｡ 例えば, ステップが高い車は, 一般の車よりも, 潜在的に高い
降車危険があるものと判断し, 高い保険料のもとに引き受けることも可




果関係が当然に (直ちに) 否定 (切断) されることにはならないと考え
ている｡ 本来, 性質上, 二者択一的に唯一の原因を探し求める因果論で









(１) 約款規定については, 自動車保険の解説編集委員会編 『自動車保険の解
説』 頁以下 (保険毎日新聞社) を参照されたい｡ 本文に用いた標
準約款は, 年６月版であるが, 同書は, 年６月版の標準約款を参















ものであって, 右 (搭乗していた) 場所は, …正規の乗車用構造装置のあ
る場所にあたらない｣ として, その被保険者性を否定した｡ 千種秀夫裁判
官は, 補足意見において, 要旨, 約款文言の形式解釈をすれば, なお, そ
の場所も, ｢正規の乗車用構造装置のある場所｣ と読む余地も残っており,










(４) 出口正義・判批・号頁も, 旧約款のもとでの議論として, 車
室を覆う車体も広義の乗車用構造装置であるとして, (文言からは離れる
解釈であるが, その点はひとまずおくとして, いずれにしても) その空間
にいるものに保護を与えるべきものとの価値判断を示していた｡
この点が文言上明確にされた新約款のもとでは, 本文のとおり, 乗車装
置そのものの安全性 (ａ類型) と, それがある空間の安全性 (ｂ類型) と
は, 内容において別個のものとして理解されるべきである｡ その結果, ｂ
類型による保護を受ける前提として, ａ類型の安全性が満たされているこ
とを前提ないし要求するような解釈は, とるべきではないと思われる｡ と
いうのも, そもそも乗車装置を利用していない (着席していない等の) 場
面にあって, ｢(利用すらしていない) 乗車装置の安全性を前提として｣ …
云々…結果…保護される, という議論は, 明らかに無理があり, 極めて誘
導的, 恣意的となるからである｡ また, 装置のある場所	という文言か
ら, より広がりのある 装置のある室内	という文言に変更されたことも,
当該解釈をあとおししよう｡
以上のように, 新約款の体裁 (法文言) は, そのように, 内容において
別個の状況として理解されるべきもの (別個の安全性) を, または	で




うる, と解するべきことが正当である (これは, ｂ類型の安全性のみ享受
している乗員である)｡
ところで, 新約款では, 乗車装置のある室内に搭乗中の者を被保険者と
しながらも, 室内に限定 (注) を付けて, そこにいう室内から, ｢隔壁等
により通行できないように仕切られている場所｣ を除くという限定が置か




できないような構造｣ の箇所は, 室内から除かれるとされる, と説明され
ているところである (前掲, 自動車保険の解説
頁)｡
ひょっとすると, 新約款の作成者は, この ｢隔壁等により通行できない
ように仕切られている場所｣ は除外する, という規定をもって, 平成７年
最判の乗員の乗車態様について, 同最判の結論を維持し, その被保険者性










うな解釈は, 是認すべきでなく, したがって, 約款作成者の推察される上
記意図も, 実現させるべきでない｡
平成７年最判の補足意見は, 後部座席を折りたためば保護がなくなるの











ゴンにおける, 後部座席を倒さず使用しているときに, 運転席 (背部) と
助手席 (背部) とは, ｢隔壁｣ あるいは ｢隔壁等｣ であって, 後部座席を
前方に倒して使用している際に広がる荷台空間は, その除外空間に当たる
という結論が, 明確なものとして, 導けるであろうか｡ なぜ, 明確に
書けるのに書かなかったのか｡
そもそも, 運転席 (背部) と助手席 (背部) の部分から, 後方へ通行で
きないかも, 相対的であって, 例えば, 子供であれば, 運転席と助手席の






されない場所は別である) は, 一定の安全設計が求められており, そのこ








想される場所であり, その場所は, 保険の対象となるが, 平成７年事案で
荷台部分に変更された部分は, 運転席と助手席との壁により車両の走行中
に乗員が座席から移動することが予想されていない場所であるから, その




上記の室内の限定箇所は解釈されるべきであり, それは, 社会通念上, 隔
壁と表現してしかるべきもので仕切られた空間であり, 通行が物理的に不




















損事故保険は, 保有者, 運転者については, それらの者が車外にいるとき


























ら (傷害ではなく) 死亡等の結果 (給付事由) が生じるまでの時間的近接
性, また, それが生じた場所的近接性が認められる場合には, 先行して受
けた傷害の内容 (それが死亡といった結果に直接つながるものであったか)
にかかわらず, 生じた結果 (死亡) に対する, その内容における搭乗者傷
害保険金の請求までを認容する (運行起因事故と死亡の結果との間の相当




最判平成・・判時号	頁は, 夜間, 高速道路上, 自損事故に
より, 走行車線と追越車線とにまたがって走行不能で停止した状態の車両
から降車・避難した者が後続トラックに轢過された事案であり, 最高裁は,
この者 (車外にいて致命傷を負った者) が, ｢自損事故により 負傷し
(他方で, もっとも, 搭乗中に重い傷害を被ったものではないことも明ら











らず, ｢自損事故により負傷し｣ たとの評価を与え, 論を進めた点は, 疑
問なしとしない)｡











あれば死亡という結果) の直接の原因 (＝約款文言による) となる傷害を,
車外 (搭乗中でない状態) で受けたとしても, 被保険者の範囲の制限には
抵触せず, 補償が受けられるというのが判例, とりわけ平成年最判の立
場であるが, そのような理解は, 搭乗者傷害保険が, 乗車装置ないしそれ
がある室内の安全性に着目して, それにもかかわらず受ける損害の補償を
目的としているとした最高裁平成７年判決の理解と整合性のとれる判断で
あるかは, 疑わしい面もある｡ 乗車装置 (安全な装置) ないしその室内
(安全空間) に搭乗していたにもかかわらず死亡 (損害を受けたとき) し
たときに, それを補償する, というのが, この保険の目的であるとすれば,
死亡 (そのほか, 後遺障害, 入院・通院) といった保険給付事由に設定さ
れている ｢結果｣ に対して直接の原因になる傷害を, 搭乗中に被っている
関係が要求されるはずである｡ また, 搭乗中の者 (被保険者) が傷害を被
り, その直接の結果として死亡したとき, という約款文言からも, そのよ
うな解釈が自然である｡
平成７年判決の理解を維持するならば, 搭乗者傷害保険の趣旨目的の観
点からして, 平成年最判の事案は, 先行する運行起因事故 (自損事故)
によって生じた (当該事件では, あったとしても軽微な) 傷害とその結果
との関係では, 乗員は, 被保険者性をみたすものの, 車外にでてからの後



















相当因果関係が認められるなら, 被保険者性 (保護の大前提) も満たされ
る｣ (べき), という判断を行なったことになる｡
しかし, ここに, (補償を与えてしかるべき論におされた) 論理の飛躍
があると思われる｡ 被保険者の要件が充足されているか (被保険者性の範
囲の制限の問題) と, 運行起因事故と死亡 (結果) との間に相当因果関係
が認められるか (純粋な保険金支払事由の充足の問題) とは, 本来無関係
であり, 両者の要件は, 独立して検討されるべき別個の問題であろう (同
旨, 新井修司・判批・民商巻号前掲	頁)｡ 被保険者の要件 (補
償を受ける大前提) は, 運行起因事故と死亡 (結果) との間に (相当) 因
果関係があるからといって, 当然に (自動的に) 肯定される論理関係にな
い｡ にもかかわらず, 平成年最高裁は, おそらく, 補償を与えてしかる
べき論におされて, 本来無関係なはずの２つの要件を無理に関連づけて,








に, その補償を受けられないと解するのが, 原則的な対応になろう｡ この









対応で十分と考えるが, 万一, それでは不十分という場合でも, 平成年
最判の理論によるべきではなく, 車内に留まることの期待可能性がなかっ
たがゆえに, なお, 搭乗中であったものと法的には擬制すべきとして,
その論理構成のもと, 被保険者要件の充足を (例外的に) 擬制し, 搭乗者
傷害保険の補償 も受けさせる道を開くべきであろう｡
ただし, このような例外的対応は, 先行する運行起因事故により, 既に
搭乗中に傷害を被った者について, その者が車内にいることが期待できな
い事情 (切迫した後続車による追突危険等) があり, それゆえに車外に出
たところ, 時間的にも場所的にも近接して, また, 車内にいてもさらされ
ていた同種の危険が発現して, 二次的・後続的な傷害事故にまきこまれ,
結果 (死亡といった給付事由) が生じたという事情がある場合に限り, 限
定的に, 認めるべきと考える｡ 外界という危険の高い環境下に生じた事故
の補償を 当該保険・補償項目では予定していない保険者の利益に配慮
するため, そのような限定的運用が望ましい｡ なお, 上記のような事情が












(７) 山下徹哉・判批・法学教室	号頁は, 自賠法３条にいう ｢運行によっ
て｣ の判断基準として, ｢運行が有する危険の実現か否か｣ とする考え方
がとられている旨指摘する｡ 植草桂子 ｢『運行によって』 概念について｣
交通法研究号頁, 









また, 論者自身も, それが妥当であるとする｡ そのほか, 北河隆之 『交通
事故損害賠償法 [第２版]』 (弘文堂) 頁も参照｡




(９) 山下・前掲頁は, 運行起因性の有無は, 運行危険の実現といえるか
が決定的であり, 介助者の義務違反があり原因競合になっても, そのこと
が保険者の支払責任を左右するわけではないとする｡
中京法学巻１号 (年) ()
